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第一部 【企業情報】

 

第１ 【企業の概況】

 

１ 【主要な経営指標等の推移】
 

回次
第50期

第２四半期
連結累計期間

第51期
第２四半期
連結累計期間

第50期

会計期間
自 平成26年４月１日
至 平成26年９月30日

自 平成27年４月１日
至 平成27年９月30日

自 平成26年４月１日
至 平成27年３月31日

売上高 (千円) 6,039,898 6,347,472 13,115,415

経常利益 (千円) 30,001 67,105 257,179

親会社株主に帰属する
四半期(当期)純利益

(千円) 25,463 20,334 41,865

四半期包括利益又は包括利益 (千円) 17,843 △3,018 79,310

純資産額 (千円) 2,555,825 2,527,058 2,573,685

総資産額 (千円) 9,699,151 9,557,321 10,058,757

１株当たり四半期(当期)
純利益金額

(円) 2.91 2.33 4.80

潜在株式調整後１株当たり
四半期(当期)純利益金額

(円) ― ― ―

自己資本比率 (％) 26.4 26.4 25.6

営業活動による
キャッシュ・フロー

(千円) 198,562 122,666 554,375

投資活動による
キャッシュ・フロー

(千円) △176,016 △119,037 △286,921

財務活動による
キャッシュ・フロー

(千円) △97,706 △54,158 △322,834

現金及び現金同等物の
四半期末(期末)残高

(千円) 2,160,510 2,131,082 2,181,371
 

　

回次
第50期

第２四半期
連結会計期間

第51期
第２四半期
連結会計期間

会計期間
自 平成26年７月１日
至 平成26年９月30日

自 平成27年７月１日
至 平成27年９月30日

１株当たり四半期純利益金額 (円) 8.21 13.94
 

(注) １．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。

２．売上高には、消費税等は含まれておりません。

３．潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しており

ません。

４．「企業結合に関する会計基準」（企業会計基準第21号　平成25年９月13日）等を適用し、第１四半期連結累

計期間より、「四半期（当期）純利益」を「親会社株主に帰属する四半期（当期）純利益」としておりま

す。

 

２ 【事業の内容】

当第２四半期連結累計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）において営まれている事業の内

容について、重要な変更はありません。

 また、主要な関係会社についても異動はありません。

EDINET提出書類

日本コンピュータ・ダイナミクス株式会社(E05120)

四半期報告書

 2/18



第２ 【事業の状況】

 

１ 【事業等のリスク】

当第２四半期連結累計期間において、当四半期報告書に記載した事業の状況、経理の状況等に関する事項のう

ち、投資者の判断に重要な影響を及ぼす可能性のある事項の発生又は前事業年度の有価証券報告書に記載した「事

業等のリスク」についての重要な変更はありません。

 

２ 【経営上の重要な契約等】

当第２四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。

 

３ 【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

文中の将来に関する事項は、当四半期連結会計期間の末日現在において当社グループが判断したものでありま

す。

 

(1) 業績の状況

当第２四半期連結累計期間におけるわが国経済は、円安による企業業績の改善や設備投資の増加がみられたもの

の、中国経済をはじめとする海外景気の下振れ懸念から、景気の先行きは不透明な状況が続いております。

当情報サービス業界におきましては、クラウドコンピューティングやスマートフォン、タブレット型端末の普及

によりＩＴ環境はめまぐるしく変化してきており、また、直前に迫ったマイナンバー制度への早急な対応など、企

業の情報関連投資は活発化傾向にあります。

このような環境のもと当社グループにおきましては、スローガン『Change ＆ Challenge』をさらに加速させ、

環境の変化に即応するアクティブな企業体質への転換を図ってまいりました。

　特に当期におきましては、次代を担うNewサービスの創出を強力に推進するため、「スマートビジネス部」「ア

ジア推進部」を統合した「新ビジネス推進部」を立上げ、積極的に活動いたしております。

当第２四半期連結累計期間におきましては、当社単独では前年同期と比較して増収となりました。また営業利

益、経常利益においても、Newサービス創出に係る研究開発費などの増大により赤字となった第１四半期からは回

復し、前年同期と比較し増益となりました。一方、子会社の株式会社ゼクシスは、本社移転による経費増等があっ

たものの、順調に案件獲得が進み、計画通りの売上、利益を確保いたしました。また、ＮＣＤテクノロジー株式会

社は、ＩＴ基盤事業拡大への継続投資により、利益確保は下期以降となる予定です。

以上により、当第２四半期連結累計期間の売上高は、6,347百万円（前年同期比5.1％増）、営業利益47百万円

（前年同期比138.8％増）、経常利益67百万円（前年同期比123.7％増）、親会社株主に帰属する四半期純利益20百

万円（前年同期比20.1％減）となりました。

 

セグメントの業績は次のとおりであります。

 

① システム開発事業

営業体制強化による効果が表われ順調に案件獲得が進みました。またプロジェクト進捗管理、品質管理強化策

が効を奏し、不採算プロジェクトの解消が進みました。この結果、売上高2,538百万円（前年同期比6.4％増）、

営業利益156百万円（前年同期比201.2％増）となりました。

 

② サポート＆サービス事業

順調な増員要請に基づく事業拡大は続いておりますが、新規領域獲得のための投資がかさみました。この結

果、売上高1,621百万円（前年同期比6.1％増）、営業利益40百万円（前年同期比52.1％減）となりました。
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③ パーキングシステム事業

自治体の指定管理案件や月極め駐輪場のＥＣＯＰＯＯＬ（※１）の受注が順調に伸びてきましたが、新たなＢtoＣ

事業立上げのための投資増大等の影響がありました。この結果、売上高2,170百万円（前年同期比4.2％増）、営

業利益257百万円（前年同期比4.6％減）となりました。

（※１）ＥＣＯＰＯＯＬ（エコプール）

24時間、どこからでもスマートフォン、パソコンからWebでの契約、更新、解約、キャンセル待ち等の手続きができ、更にク

レジットカードやコンビニエンスストアでの決済を可能にした、月極め駐輪場運営システムです。

 

(2) 財政状態の分析

当第２四半期連結会計期間末の資産は、前連結会計年度末に比べ501百万円減少し、9,557百万円となりました。

減少した主なものは、受取手形及び売掛金の538百万円及び現金及び預金の50百万円であります。一方、増加した

主なものは、仕掛品の109百万円であります。負債は、前連結会計年度末に比べ454百万円減少し、7,030百万円と

なりました。減少した主なものは、流動負債その他の281百万円及び買掛金の191百万円であります。また、純資産

は、前連結会計年度末に比べ46百万円減少し、2,527百万円となり、自己資本比率は、前連結会計年度末の25.6％

から26.4％となっております。

 

(3) キャッシュ・フローの状況

当第２四半期連結会計期間末における現金及び現金同等物は、前連結会計年度末と比較して50百万円減少し、

2,131百万円となりました。

当第２四半期連結累計期間における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は次のとおりであります。

 

(営業活動によるキャッシュ・フロー)

当第２四半期連結累計期間における営業活動によるキャッシュ・フローは、前年同四半期と比較して75百万円

減少し、122百万円の流入となりました。主な流入要因は、売上債権の減少額538百万円及び減価償却費106百万円

です。一方、主な流出要因は、未払消費税等の減少額208百万円、仕入債務の減少額191百万円及びたな卸資産の

増加額113百万円です。

 

(投資活動によるキャッシュ・フロー)

当第２四半期連結累計期間における投資活動によるキャッシュ・フローは、前年同四半期と比較して56百万円

増加し、119百万円の流出となりました。主な流出要因は、有形固定資産の取得による支出74百万円です。

 

(財務活動によるキャッシュ・フロー)

当第２四半期連結累計期間における財務活動によるキャッシュ・フローは、前年同四半期と比較して43百万円

増加し、54百万円の流出となりました。主な流出要因は、リース債務の返済による支出48百万円及び配当金の支

払額42百万円です。一方、主な流入要因は、長期借入金の純増加額50百万円です。

 

(4) 事業上及び財務上の対処すべき課題

当第２四半期連結累計期間において、事業上及び財務上の対処すべき課題に重要な変更及び新たに生じた課題は

ありません。

 

(5) 研究開発活動

(システム開発事業)

第１四半期連結会計期間において、株式会社エイ・オー・テクノロジーズ（代表取締役井上克己氏）と電気通

信大学准教授範公可氏が共同研究した「メモリ型コンピューティング」技術の使用許諾を得、データ検索などの

処理を従来のコンピュータ処理に比べて、高速処理できるシステムの開発に着手いたしました。

当第２四半期連結累計期間の研究開発費の総額は29百万円であります。
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第３ 【提出会社の状況】

 

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

　

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 14,000,000

計 14,000,000
 

 

② 【発行済株式】

　

種類
第２四半期会計期間末

現在発行数(株)
(平成27年９月30日)

提出日現在発行数(株)
(平成27年11月10日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 8,800,000 8,800,000
東京証券取引所
ＪＡＳＤＡＱ

（スタンダード）

単元株式数は100株であ
ります。

計 8,800,000 8,800,000 ― ―
 

 

(2) 【新株予約権等の状況】

 該当事項はありません。

 

(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

 該当事項はありません。

 

(4) 【ライツプランの内容】

 該当事項はありません。

 

(5) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

 

年月日
発行済株式
総数増減数

(株)

発行済株式
総数残高
(株)

資本金増減額
(千円)

資本金残高
(千円)

資本準備金
増減額
(千円)

資本準備金
残高
(千円)

平成27年７月１日～
平成27年９月30日

― 8,800,000 ― 438,750 ― 903,593
 

 

EDINET提出書類

日本コンピュータ・ダイナミクス株式会社(E05120)

四半期報告書

 5/18



 

(6) 【大株主の状況】

  平成27年９月30日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
(千株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

エスアンドエス有限会社 東京都文京区大塚３丁目５－４ 780 8.86

ＮＣＤ社員持株会 東京都品川区西五反田４丁目32－１ 509 5.79

下 條 武 男 東京都文京区 460 5.23

株式会社北斗 群馬県伊勢崎市赤堀今井町２丁目1044－１ 430 4.89

小　黒　節　子 東京都目黒区 280 3.18

原     睦 男 大阪府吹田市 230 2.61

寺 内 吉 孝 大阪府堺市東区 225 2.56

山 田 正 勝 東京都練馬区 172 1.95

村　山　俊　生 東京都文京区 167 1.90

日本証券金融株式会社 東京都中央区日本橋茅場町１丁目２－10 161 1.84

計 ― 3,415 38.81
 

 

(7) 【議決権の状況】

① 【発行済株式】

平成27年９月30日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等)
(自己保有株式)

普通株式   　78,500
― ―

完全議決権株式(その他) 普通株式  8,719,600 87,196 ―

単元未満株式 普通株式      1,900 ― ―

発行済株式総数 8,800,000 ― ―

総株主の議決権 ― 87,196 ―
 

 

② 【自己株式等】

  平成27年９月30日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数

(株)

他人名義
所有株式数

(株)

所有株式数
の合計
(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

(自己保有株式)
日本コンピュータ・ダイ
ナミクス株式会社

東京都品川区西五反田
四丁目32－１

78,500 ― 78,500 0.89

計 ― 78,500 ― 78,500 0.89
 

 

２ 【役員の状況】

該当事項はありません。
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第４ 【経理の状況】

 

１．四半期連結財務諸表の作成方法について

当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成19年内閣府令

第64号)に基づいて作成しております。

 

２．監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第２四半期連結会計期間(平成27年７月１日から平成

27年９月30日まで)及び第２四半期連結累計期間(平成27年４月１日から平成27年９月30日まで)に係る四半期連結財務

諸表について、新日本有限責任監査法人による四半期レビューを受けております。
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１ 【四半期連結財務諸表】

(1) 【四半期連結貸借対照表】

           (単位：千円)

          
前連結会計年度

(平成27年３月31日)
当第２四半期連結会計期間

(平成27年９月30日)

資産の部   

 流動資産   

  現金及び預金 2,369,533 2,319,255

  受取手形及び売掛金 2,271,368 1,733,266

  商品及び製品 14,021 17,665

  仕掛品 129,890 239,601

  その他 1,137,898 1,164,560

  貸倒引当金 △278 △20,952

  流動資産合計 5,922,434 5,453,397

 固定資産   

  有形固定資産 790,156 796,816

  無形固定資産   

   のれん 6,225 ―

   その他 149,972 122,496

   無形固定資産合計 156,197 122,496

  投資その他の資産   

   リース債権及びリース投資資産 1,796,192 1,770,498

   その他 1,393,776 1,414,112

   投資その他の資産合計 3,189,968 3,184,610

  固定資産合計 4,136,322 4,103,924

 資産合計 10,058,757 9,557,321

負債の部   

 流動負債   

  買掛金 663,325 471,378

  短期借入金 927,901 914,801

  1年内返済予定の長期借入金 75,000 100,000

  賞与引当金 406,486 342,297

  受注損失引当金 ― 2,847

  その他 1,737,439 1,455,806

  流動負債合計 3,810,153 3,287,130

 固定負債   

  長期借入金 25,000 50,000

  リース債務 1,869,825 1,850,088

  役員退職慰労引当金 154,606 158,998

  退職給付に係る負債 1,567,009 1,610,565

  その他 58,478 73,480

  固定負債合計 3,674,918 3,743,132

 負債合計 7,485,072 7,030,262
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           (単位：千円)

          
前連結会計年度

(平成27年３月31日)
当第２四半期連結会計期間

(平成27年９月30日)

純資産の部   

 株主資本   

  資本金 438,750 438,750

  資本剰余金 903,593 903,593

  利益剰余金 1,158,965 1,135,692

  自己株式 △19,402 △19,402

  株主資本合計 2,481,907 2,458,633

 その他の包括利益累計額   

  その他有価証券評価差額金 43,567 43,676

  為替換算調整勘定 1,582 1,434

  退職給付に係る調整累計額 46,627 23,313

  その他の包括利益累計額合計 91,778 68,425

 純資産合計 2,573,685 2,527,058

負債純資産合計 10,058,757 9,557,321
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(2) 【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】

【四半期連結損益計算書】

【第２四半期連結累計期間】

           (単位：千円)

          前第２四半期連結累計期間
(自 平成26年４月１日
　至 平成26年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自 平成27年４月１日
　至 平成27年９月30日)

売上高 6,039,898 6,347,472

売上原価 5,270,244 5,427,531

売上総利益 769,653 919,940

販売費及び一般管理費   

 給料及び手当 225,608 261,619

 賞与引当金繰入額 46,193 52,498

 退職給付費用 20,337 23,171

 役員退職慰労引当金繰入額 10,366 10,516

 その他 447,106 524,283

 販売費及び一般管理費合計 749,611 872,089

営業利益 20,041 47,851

営業外収益   

 受取利息 116 84

 受取配当金 2,600 3,069

 補助金収入 11,083 16,467

 その他 6,739 11,079

 営業外収益合計 20,540 30,700

営業外費用   

 支払利息 9,083 7,759

 固定資産除却損 109 2,401

 その他 1,387 1,284

 営業外費用合計 10,580 11,445

経常利益 30,001 67,105

特別損失   

 固定資産除却損 ― 17,787

 事務所移転費用 ― 21,206

 その他 ― 2,615

 特別損失合計 ― 41,609

税金等調整前四半期純利益 30,001 25,495

法人税等 4,538 5,161

四半期純利益 25,463 20,334

親会社株主に帰属する四半期純利益 25,463 20,334
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【四半期連結包括利益計算書】

【第２四半期連結累計期間】

           (単位：千円)

          前第２四半期連結累計期間
(自 平成26年４月１日
　至 平成26年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自 平成27年４月１日
　至 平成27年９月30日)

四半期純利益 25,463 20,334

その他の包括利益   

 その他有価証券評価差額金 5,472 108

 為替換算調整勘定 △460 △148

 退職給付に係る調整額 △12,632 △23,313

 その他の包括利益合計 △7,620 △23,353

四半期包括利益 17,843 △3,018

（内訳）   

 親会社株主に係る四半期包括利益 17,843 △3,018

 非支配株主に係る四半期包括利益 ― ―
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(3) 【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】

           (単位：千円)

          前第２四半期連結累計期間
(自 平成26年４月１日
　至 平成26年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自 平成27年４月１日
　至 平成27年９月30日)

営業活動によるキャッシュ・フロー   

 税金等調整前四半期純利益 30,001 25,495

 減価償却費 113,967 106,672

 のれん償却額 28,152 6,225

 貸倒引当金の増減額（△は減少） △25 20,954

 賞与引当金の増減額（△は減少） 27,793 △64,189

 受注損失引当金の増減額（△は減少） 29,249 1,455

 退職給付に係る負債の増減額（△は減少） 16,618 9,119

 役員退職慰労引当金の増減額（△は減少） 10,366 4,392

 受取利息及び受取配当金 △2,716 △3,154

 支払利息 9,083 7,759

 売上債権の増減額（△は増加） 197,223 538,101

 たな卸資産の増減額（△は増加） △161,548 △113,192

 仕入債務の増減額（△は減少） △42,420 △191,947

 未払消費税等の増減額（△は減少） 87,454 △208,699

 その他の流動資産の増減額（△は増加） △48,505 △37,477

 その他の流動負債の増減額（△は減少） 28,768 59,448

 その他 37,814 62,590

 小計 361,276 223,556

 利息及び配当金の受取額 2,725 3,162

 利息の支払額 △9,100 △7,876

 法人税等の支払額 △156,338 △96,175

 営業活動によるキャッシュ・フロー 198,562 122,666

投資活動によるキャッシュ・フロー   

 定期預金の預入による支出 △98,037 △98,047

 定期預金の払戻による収入 98,028 98,037

 有形固定資産の取得による支出 △173,193 △74,855

 有形固定資産の売却による収入 137,044 6,788

 無形固定資産の取得による支出 △19,161 △19,748

 投資有価証券の取得による支出 △104,250 ―

 保険積立金の増減額（△は増加） △25,175 △25,713

 その他 8,727 △5,498

 投資活動によるキャッシュ・フロー △176,016 △119,037

財務活動によるキャッシュ・フロー   

 短期借入金の純増減額（△は減少） △31,600 △13,100

 長期借入れによる収入 100,000 100,000

 長期借入金の返済による支出 △75,000 △50,000

 リース債務の返済による支出 △48,240 △48,262

 配当金の支払額 △42,866 △42,795

 財務活動によるキャッシュ・フロー △97,706 △54,158

現金及び現金同等物に係る換算差額 △214 240

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △75,374 △50,288

現金及び現金同等物の期首残高 2,235,885 2,181,371

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※1  2,160,510 ※1  2,131,082
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【注記事項】

 

(会計方針の変更等)

　
当第２四半期連結累計期間

(自 平成27年４月１日 至 平成27年９月30日)

 （会計方針の変更）

「企業結合に関する会計基準」（企業会計基準第21号　平成25年９月13日。以下「企業結合会計基準」とい

う。）、「連結財務諸表に関する会計基準」（企業会計基準第22号　平成25年９月13日。以下「連結会計基準」

という。）及び「事業分離等に関する会計基準」（企業会計基準第７号　平成25年９月13日。以下「事業分離等

会計基準」という。）等を、第１四半期連結会計期間から適用し、支配が継続している場合の子会社に対する当

社の持分変動による差額を資本剰余金として計上するとともに、取得関連費用を発生した連結会計年度の費用と

して計上する方法に変更いたしました。また、第１四半期連結会計期間の期首以後実施される企業結合について

は、暫定的な会計処理の確定による取得原価の配分額の見直しを企業結合日の属する四半期連結会計期間の四半

期連結財務諸表に反映させる方法に変更いたします。加えて、四半期純利益等の表示の変更及び少数株主持分か

ら非支配株主持分への表示の変更を行っております。当該表示の変更を反映させるため、前第２四半期連結累計

期間及び前連結会計年度については、四半期連結財務諸表及び連結財務諸表の組替えを行っております。 

当第２四半期連結累計期間の四半期連結キャッシュ・フロー計算書においては、連結範囲の変動を伴わない子

会社株式の取得又は売却に係るキャッシュ・フローについては、「財務活動によるキャッシュ・フロー」の区分

に記載し、連結範囲の変動を伴う子会社株式の取得関連費用もしくは連結範囲の変動を伴わない子会社株式の取

得又は売却に関連して生じた費用に係るキャッシュ・フローは、「営業活動によるキャッシュ・フロー」の区分

に記載する方法に変更しております。

企業結合会計基準等の適用については、企業結合会計基準第58－２項（４）、連結会計基準第44－５項（４）

及び事業分離等会計基準第57－４項（４）に定める経過的な取扱いに従っており、第１四半期連結会計期間の期

首時点から将来にわたって適用しております。

なお、当第２四半期連結累計期間において、四半期連結財務諸表に与える影響額はありません。
 

　

(四半期連結財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理)

 

 
当第２四半期連結累計期間

(自 平成27年４月１日 至 平成27年９月30日)

税金費用の計算 税金費用については、当第２四半期連結会計期間を含む連結会計年度の税

引前当期純利益に対する税効果会計適用後の実効税率を合理的に見積り、税

引前四半期純利益又は税引前四半期純損失に当該見積実効税率を乗じて計算

する方法によっております。
 

 

(四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係)

 

※１ 現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係は、次のとお

りであります。

 

 
前第２四半期連結累計期間
(自 平成26年４月１日
至 平成26年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自 平成27年４月１日
至 平成27年９月30日)

現金及び預金 2,348,669千円  2,319,255千円

預入期間が３か月を超える定期預金 △188,158千円  △188,172千円

現金及び現金同等物 2,160,510千円 2,131,082千円
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(株主資本等関係)

 
前第２四半期連結累計期間(自 平成26年４月１日 至 平成26年９月30日)

 

１．配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額

(千円)
１株当たり
配当額

基準日 効力発生日 配当の原資

平成26年６月24日
定時株主総会

普通株式 43,607 5円00銭 平成26年３月31日 平成26年６月25日 利益剰余金
 

 

２．基準日が当第２四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第２四半期連結会計期間の末日

後となるもの

決議 株式の種類
配当金の総額

(千円)
１株当たり
配当額

基準日 効力発生日 配当の原資

平成26年10月30日
取締役会

普通株式 43,607 5円00銭 平成26年９月30日 平成26年12月３日 利益剰余金
 

 
 
当第２四半期連結累計期間(自 平成27年４月１日 至 平成27年９月30日)

 

１．配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額

(千円)
１株当たり
配当額

基準日 効力発生日 配当の原資

平成27年６月24日
定時株主総会

普通株式 43,607 5円00銭 平成27年３月31日 平成27年６月25日 利益剰余金
 

 

２．基準日が当第２四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第２四半期連結会計期間の末日

後となるもの

決議 株式の種類
配当金の総額

(千円)
１株当たり
配当額

基準日 効力発生日 配当の原資

平成27年10月30日
取締役会

普通株式 43,607 5円00銭 平成27年９月30日 平成27年12月２日 利益剰余金
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(セグメント情報等)

【セグメント情報】

 

 前第２四半期連結累計期間(自 平成26年４月１日 至 平成26年９月30日)

 
 報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

     （単位：千円）

 

報告セグメント
その他
（注）１

合計
調整額
（注）２

四半期連結
損益計算書
計上額
（注）３

システム
開発事業

サポート＆
サービス事

業

パーキング
システム事

業
計

売上高         

  外部顧客への売上高 2,386,816 1,529,074 2,083,976 5,999,867 40,030 6,039,898 ― 6,039,898

セグメント間の内部
売上高又は振替高

― ― ― ― 56,089 56,089 △56,089 ―

計 2,386,816 1,529,074 2,083,976 5,999,867 96,120 6,095,988 △56,089 6,039,898

セグメント利益又
は損失（△）

51,846 85,219 269,598 406,664 △20,484 386,179 △366,137 20,041
 

(注) １．「その他」の区分は報告セグメントに含まれない事業セグメントであります。

    ２．セグメント利益又は損失（△）の調整額△366,137千円は、各セグメントに配分していない全社費用であ

り、親会社に係る一般管理費であります。

    ３．セグメント利益又は損失（△）は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。

 

 
 当第２四半期連結累計期間(自 平成27年４月１日 至 平成27年９月30日)

 
 報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

     （単位：千円）

 

報告セグメント
その他
（注）１

合計
調整額
（注）２

四半期連結
損益計算書
計上額
（注）３

システム
開発事業

サポート＆
サービス事

業

パーキング
システム事

業
計

売上高         

  外部顧客への売上高 2,538,686 1,621,804 2,170,937 6,331,428 16,043 6,347,472 ― 6,347,472

セグメント間の内部
売上高又は振替高

― ― ― ― ― ― ― ―

計 2,538,686 1,621,804 2,170,937 6,331,428 16,043 6,347,472 ― 6,347,472

セグメント利益又
は損失（△）

156,183 40,811 257,211 454,206 △28,781 425,424 △377,573 47,851
 

(注) １．「その他」の区分は報告セグメントに含まれない事業セグメントであります。

    ２．セグメント利益又は損失（△）の調整額△377,573千円は、各セグメントに配分していない全社費用であ

り、親会社に係る一般管理費であります。

    ３．セグメント利益又は損失（△）は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。
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(１株当たり情報)

 

１株当たり四半期純利益金額及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 

項目
前第２四半期連結累計期間
(自 平成26年４月１日
至 平成26年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自 平成27年４月１日
至 平成27年９月30日)

１株当たり四半期純利益金額 2円91銭  2円33銭

 (算定上の基礎)   

   親会社株主に帰属する四半期純利益金額(千円) 25,463 20,334

   普通株主に帰属しない金額(千円) ― ―

   普通株式に係る親会社株主に帰属する
   四半期純利益金額(千円)

25,463 20,334

   普通株式の期中平均株式数(千株) 8,721 8,721
 

(注) 潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

 

(重要な後発事象)

該当事項はありません。

 

 

２ 【その他】

 

第51期（平成27年４月１日から平成28年３月31日まで）中間配当について、平成27年10月30日開催の取締役会にお

いて、平成27年９月30日の株主名簿に記載又は記録された株主に対し、次のとおり中間配当を行うことを決議いたし

ました。

① 配当金の総額                                43,607千円

② １株当たりの金額                               5円00銭

③ 支払請求権の効力発生日及び支払開始日  平成27年12月２日
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

 

該当事項はありません。
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独立監査人の四半期レビュー報告書
 

平成27年11月10日

日本コンピュータ・ダイナミクス株式会社

取 締 役 会  御 中

 

新日本有限責任監査法人
 

 

指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士   石   井         誠   印

 

 

指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士   小　野　原　　徳　郎   印

 

 

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている日本コンピュー

タ・ダイナミクス株式会社の平成27年４月１日から平成28年３月31日までの連結会計年度の第２四半期連結会計期間(平

成27年７月１日から平成27年９月30日まで)及び第２四半期連結累計期間(平成27年４月１日から平成27年９月30日まで)

に係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算書、

四半期連結キャッシュ・フロー計算書及び注記について四半期レビューを行った。

 

四半期連結財務諸表に対する経営者の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結

財務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸

表を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

 

監査人の責任

当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務諸表に対す

る結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準

拠して四半期レビューを行った。

四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質

問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と

認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

 

監査人の結論

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認

められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、日本コンピュータ・ダイナミクス株式会社及び連結子会社の平成

27年９月30日現在の財政状態並びに同日をもって終了する第２四半期連結累計期間の経営成績及びキャッシュ・フロー

の状況を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。

 

利害関係

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以  上

 
 

（注）１．上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報

告書提出会社）が別途保管しております。

２．XBRLデータは四半期レビューの対象には含まれていません。
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